
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

“生存権裁判”、勝利相次ぐ 
生活保護の支給額が引き下げられたのは、憲法に違反すると

して訴えた裁判で、引き下げを取り消す判決が続いています。 

生活保護の支給額について国は、物価の下落などを理由に食

費や光熱費など生活費部分の基準額を 2013年から 2015年にか

けて最大 10％引き下げました。 

 

青森では裁判長が、国が物価下落率を計算する際に、受給世

帯にとって支出の割合が小さい、テレビやパソコンなどの価格

下落を参考にしたことなどについて、「統計などの客観的数値

との合理的関連性を欠き、判断の過程に過誤・欠落があるもの

といわざるをえない」として、生活保護の支給額の引き下げを

取り消す判決を言い渡しました。 

 

集団訴訟はこれまでに、全国 29 の地方裁判所で起こされて

いて判決が出ている 17 件のうち 8 件で原告側の訴えが認めら

れています。 

弁護士は「全国でこのような勝訴判決が続いているというこ

とは、ようやく裁判所が行政に対して、法に基づいて審査をす

るという、司法の役割をきちんと果たしつつあることを示して

いる」と評価しました。 

⇒
「
東
京
新
聞
」 

⇑「しんぶん赤旗」 


